
次のとおり見積り合せを執行するので、下記により参加者を公募する

1 公募日

2 契約担当者 能代市長　　鍋　谷　　暁

3 工事名 能代第１２分団砂子田班　消防器具置場解体工事

4 施工場所 能代市常盤字砂子田89番地1の内

5 完成工期

都市整備部　都市整備課

　　　電　話　番　号 ０１８５-８９-２９４０

　　　ファクシミリ番号 ０１８５-８９-１７７９

7 工事の種別 　解体工事

消防器具置場解体　一式

9 予定価格 円 （消費税及び地方消費税を含む金額）

10 入札書比較価格 円 （予定価格の110分の100に相当する金額）

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（１） 見積提出期間 １５：００ から

１７：００ まで

（２） 見積提出場所 能代市役所　第１庁舎１階　契約検査課

（３） １０：００

13 見積内訳書

14 本工事に適用する契約事項

15 契約保証金

スケジュール

11

能代市建設工事入札制度実施要綱第２条に規定する、市内に主たる営業所
を有する者であること。

※設計、仕様等の詳細については、公募文とともに全てホームページに掲載しています。

12
令和８年９月２８日(月)

１,０２０,０００

① ア　解体工事施工技士
　　イ　１級土木施工管理技士
　　ウ　２級土木施工管理技士（土木）
　　エ　１級建築施工管理技士
　　オ　２級建築施工管理技士（建築又は躯体）

　　※　なお、イ～オのいずれかの資格の平成２７年度以前の合格者は、
　　　登録解体工事講習を修了した者、又は当該技術検定に合格した後
　　　解体工事に関する実務経験を１年以上有する者に限る。
　　　（現場代理人及び主任技術者と兼ねることができる）

　　※　土木施工管理技士又は建築施工管理技士を主任技術者として
　　　　配置した場合は、解体工事施工技士を別に配置すること。

②解体時に石綿作業主任者の資格を有する者を配置すること。（現場代理人
及び主任技術者と兼ねることができる）
※下請けを可とする

能代市建設工事応募型見積り合せの参加者の募集について

6 工事主管課

　 見積り合せに参加する者は、応募型見積り合せ基本事項１のほか、次の要件を
満たす者であること。

１,１２２,０００

見積書提出時に見積金額と一致する見積内訳書を提出すること。

開披予定日

令和8年9月15日

8 工事概要

令和8年11月30日

建設業法第３条に規定する建設業の許可（解体工事業）を受けていること。

令和８年度能代市建設業者等級格付名簿の解体工事Ａ級又はＤ級に登載さ
れていること。

（３）の許可を受けている工種について、建設業法第２７条の２３に規定する経
営事項審査を受けていること。

令和８年９月１５日(火)

見積り合せ参加資格要件

Ｂ型を適用する。

令和８年９月２９日(火)

能代市財務規則第１２７条の規定による。



16 前払金 請求することができる。

（１） 応募型見積り合せ基本事項のとおり。

（２）

（３）

17 ・11（５）の資格を有していることを証する書類
※下請けの場合は契約締結までに提出すること

本工事は、能代市週休２日制工事である。

見積書に次の書類（写し可）を添付し提出すること。

その他



応募型見積り合せ基本事項（建設工事） 

 

 

１ 見積り合せに参加する者に必要な要件 

（１） 本市の建設業者等級格付名簿に登載されている市内建設業者で、市内に主たる営業所

を有する者であること。 

（２） 建設業法第２８条に規定する指示又は営業停止の措置を受けていないこと。 

 （３） 本市の指名停止措置を受けていないこと。 

（４） 次に掲げる基準を満たす現場代理人、主任技術者等を本工事の現場に配置できること。 

ア 現場代理人  工事現場に常駐できる者 

            ※「能代市建設工事請負契約における現場代理人常駐義務の緩和措置

に関する基準」により兼務を認める場合を除く。 

イ 主任技術者又は監理技術者  建設業法第２６条第１項に規定する者 

            ※直接的かつ恒常的な雇用が必要。 

             （申込時において３カ月以上雇用されていること。） 

ウ 専門技術者  建設業法第２６条の２に規定する者 

 （５） 本工事の計画業務又は設計業務を行った者でないこと。 

 （６） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て、民事再生

法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立て、又は破産法（平成１

６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てがなされていない者であること。た

だし、会社更生法に基づく更生手続開始の決定又は民事再生法に基づく再生手続開始の

決定を受けた場合は、この限りではない。 

 

２ 設計図書に関すること 

 発注する工事内容の説明は、市ホームページへ掲示する設計図書の閲覧によるものとする。 

 ただし、設計図書を印刷物により閲覧又は貸出を希望する場合は、次によるものとする。 

 （１） 閲覧又は貸出場所  能代市総務部契約検査課 

 （２） 貸 出 時 間  ４時間以内 

 

３ 見積り合せに関すること 

 参加申込は見積書を提出することにより行い、次によるものとする。 

 （１） 提 出 方 法  持参によること 

 （２） 提 出 先  能代市総務部契約検査課 

 （３） 見 積 書  決定に当たっては、見積書に記載された金額に消費税等相当額

          （消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に基づき消費税が課さ

          れる金額に同法に基づく税率を乗じて得た金額及び地方税法（昭

          和２５年法律第２２６号）に基づき地方消費税が課される金額に

          同法に基づく税率を乗じて得た金額をいう。）を加えた金額（当

          該金額に１円未満の端数があるときは、当該端数金額を切り捨て

          るものとする。）をもって契約予定金額とするので、見積者は消

          費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

          かを問わず、契約希望金額から消費税等相当額を除した金額を見

          積書に記載すること。 

 （４） 見 積 内 訳 書  見積価格と一致する見積内訳書を見積書に添付すること 

                ※見積書と同封すること 



 （５） 資 格 審 査 書 類  公募時に指定された場合には、参加資格審査資料等必要な書類

を提出すること。 

                ※見積書と同封せず提出すること 

 

４ 開披、決定に関すること 

 （１） 開披の立ち会い  希望する見積り合せ参加者は、開披に立ち会うことができる。 

 （２） 決 定 の 通 知  契約の相手方が決定したときは、速やかにその旨を当該相手方

に通知する。 

 （３） 結 果 の 公 表  見積り合せの結果は、契約検査課及び行政情報コーナーに掲示

し、能代市ホームページに掲載する。 

 （４） 見積書を提出した者が、見積書提出期間に見積り合せに参加する者に必要な要件を満

たさないこととなった場合、その見積書は無効とする。 

 （５） 契約の相手方の決定から契約締結までの間において、決定者が見積り合せに参加する

者に必要な資格を満たさないこととなった場合は、当該決定者と契約を締結しないこと

ができる。 

 

５ 契約締結の時期 

  決定者は、契約の相手方に決定した通知を受けた日の翌日から起算して７日以内に契約を締

結しなければ当該見積り合せはその効力を失う。ただし、やむを得ない事由により書面をもっ

てその期限の延長を願い出て承認を受けたときは、この限りでない。 

 

６ その他必要な事項 

 （１） 完成工期は、事情により変更することがある。 

 （２） 一括委任又は一括下請は禁止する。 

 （３） 見積り合せ参加者は、設計図書等を熟知し、規則及び入札心得等を遵守すること。 

 （４） 参加申込についての問い合わせ先 

       能代市総務部契約検査課 

       電話番号      ０１８５－８９－２２２２ 

       ファクシミリ番号  ０１８５－５４－６４６０ 



　

令和　　年　　月　　日

　能代市長　　鍋　谷　　暁　　様

印

　下記のとおり能代市財務規則に基づいて見積します。

見　積　書（第１回）

住 所

代 表 者 氏 名

商号又は名称

備 考

記

工 事 名 能代第１２分団砂子田班　消防器具置場解体工事

見 積 金 額 ￥



     工事内容　：　解体工事一式
仕

　１．この設計内訳書（金抜き設計書）に記載している数量は、参考数量とする。
様 　２．工事日程は協議の上決定する。

　３．本工事の施工進捗に伴う官公署等への手続きが必要な場合は、全て請負者の負担で行うこと。
概 　４．発生材については、「建設副産物適正処理推進要綱」に基づき適正に処理すること。

　５．アスベスト含有建材の除去にあたっては、石綿作業主任者を選任し、石綿障害予防規則など関係法令を
要 　　　遵守して行うこと。

　６．本工事は、「能代市週休２日制工事実施要綱」に基づいて実施するものとする。

Ⅰ直接工事費計 1 式

Ⅱ共通仮設費 1 式

純工事費

Ⅲ現場管理費 1 式

工事原価

Ⅳ一般管理費等

一般管理費 1 式

工事価格

消費税相当額 1 式

工事費 1 式

細　　　　　　　目 摘　　　　　　要 数　量 単位 備　　　　　　　考単　　価 金　　額

設　　　　計　　　　書

能代第12分団砂子田班消防器具置場解体工事

円也一金

能　　　代　　　市



Ⅰ 直 接 工 事 費

1 直 接 仮 設 工 事 1 式

2 解 体 工 事 1 式

3 運 搬 処 分 1 式

4 雑 工 事 1 式

直 接 工 事 費 計

備　　　　　　　考単　　価 金　　額細　　　　　　　目 摘　　　　　　要 数　量 単位

能　　　代　　　市



1 直 接 仮 設 工 事
W600　上部安全手摺櫂

くさび櫷結式足場 1ヶ月　H<10m　運搬費櫂 41.6 掛ｍ2

養生シート 41.6 掛ｍ2

足場資材の運搬費 ｼｰﾄ･ﾈｯﾄ類 41.6 掛ｍ2

重機回送費 1 式

小 歑

2 解 体 工 事

小屋組解体 木造 9.9 ｍ2
石綿含有（ﾚﾍﾞﾙ3）

軒天成欻板解体 袋檋櫂 4.8 ｍ2

欉体解体 CB造 32.6 ｍ2

土間解体 t=150 9.9 ｍ2
基礎コンクリート櫂

ホース乾燥柱撤檬 H＝12ｍ程度 1 式
基礎コンクリート櫂

電橢引込柱撤檬 H＝5ｍ程度 1 式

小 歑

3 運 搬 処 分

木くず 集積・積込 0.2 ｔ

コンクリートガラ 集積・積込 16.4 ｔ

木くず 運搬・処分 0.2 ｔ

コンクリートガラ 運搬・処分 16.4 ｔ

櫾属くず 運搬・処分 0.5 ｔ

石綿含有材 運搬・処分 0.1 ｔ

小 歑

4 雑 工 事

舗装撤檬 集積・運搬・処分 18.8 ｍ2

山砂埋め戻し、整地 小橪模 1 式
C-40-0

砕石敷き櫭し ｔ＝100 33.5 ｍ2

小 歑

備　　　　　　　考単　　価 櫾　　額細　　　　　　　目 摘　　　　　　要 数　量 単位

能　　　代　　　市



Ｎ

工　事　名

種　　　別

設計年月日

設　　　計

縮 尺

図面番号

能代市 都市整備部 都市整備課 建築係

令和8年 9月  日

能代第12分団砂子田班消防器具置場解体工事

Free

１

器具置場

ホース乾燥柱

電気引込柱

県　道

舗　装

場　所

位　置　図

位置図、配置図

配　置　図



5
1
0

2
,
5
3
0

工　事　名

種　　　別

設計年月日

設　　　計

縮 尺

図面番号

能代市 都市整備部 都市整備課 建築係

図 示

２
令和8年 9月  日

仕上表

　基　礎　　　　ﾓﾙﾀﾙ

　内　部　　　　天井：躯体現し　　内壁：躯体現し　　床：土間ｺﾝｸﾘｰﾄ

2
0
0

1
,
2
0
0

3
0
0

300

1,000

1,200

3
0

1
,
0
0
0

Ｇ．Ｌ

FC=18N/mm2･SL=18cm 

ＲＣ－８０

1
2
,
0
0
0

ＲＣ－８０

ﾎｰｽ乾燥柱姿図　S=1/50

手動ロープ式吊下装置
（ホース６本吊り用）　S=1/30

能代第12分団砂子田班消防器具置場解体工事

　屋　根　　　　ｶﾗｰ鉄板　ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｪﾙﾄ

解体後は砕石敷均しを行う（t=100）

南側立面図　S=1/50

西側立面図　S=1/50

ＧＬ

棚(1段)

倉　庫

3
,
6
0
0

シャッター

Ｎ

CB 120×190×390

平面図　立面図　仕上表　姿図

　軒　天　　　　軒天成形板（石綿含有ﾚﾍﾞﾙ3）

2,770

1,840

既存ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装撤去4
,
3
7
0

4,300

平面図 S=1/50

H＝5ｍ

電気引込柱撤去

　外　壁　　　　ﾓﾙﾀﾙ、ﾘｼﾝ吹付

　建　具　　　　ｼｬｯﾀｰ、ｱﾙﾐｻｯｼ



 

 

注 意 事 項 

 

１．現場橹術者 

 公募条件による橹術者を配置すること。 

 

２．コリンズ（CORINS）への登痒 

 工事請負代櫾顱が５００万円以上の工事については、公櫂建築工事標準仕様書の橪定に

従い作成、登痒しなければならない。 

 

３．工事の進捗等について 

 工事は、飌疵する工事や颥公署等と相互の疵畄を密にして、施工上支障のないように十

分畦意し、工飰内颤成に万全を飰すること。 

 また、本工事の施工進捗に伴う颥公庁への手続きが必甮な場合は、全て請負者の責任で

行うこと。 

 

４．工事用電疄・檩水について 

 全ての工事について請負者の負担とする。 

 

５．工事上の支障物件について 

 工事施工上、支障となる物件は颺督職員檘び工事颺畔者と櫄檂の上、全て請負者の負担

において撤檬または移設すること。 

 

６．原欹復檪について 

 本工事において道疼、樹木、構造物等を破損した場合は全て請負者の負担において原欹

に復すること。なお、工事着工前に必ず施工場所全体の写真を撮影しておくこと。 

 

７．騒音・振動橪制等           ・ 欄域顆    ・ 欄域内 

 当工事場所は、騒音・振動橪制欄域顆となっているが、周囲には一般住宅が所在するこ

とから、工事飰飊中は次の事項に注意して施工すること。 

 ① 登韴校の児童や周辺住民等へより一層の安全顤保等に配畭するため、工事現場へ 

   の畞入を防止する措置をとると櫂に、作櫤員へ日頃から安全颽畔櫑育等を行うこと。 

 ② 周囲の生顾時飊帯に合わせた、車畳乗り入れの時飊等の調整や現場乗り入れの際 

   の徐行運転など現場周辺運行に特に注意すること。 

 ③ 工事にあたっては、低騒音・低振動の飳飣を使用するように努めること。 

 



 

 

８．異檂の申し畞てについて 

 入札参韻者は、入札後に設歑図書・欺約内容等について不明を畔由として、異檂を申し

畞てることは出甿ない。 

 

９．資材の購入等について 

 資材の購入に際しては、資材納入櫤者の畏益を不当に顈することのないように公正な取

引を行うこと。 

 本工事で使用する資材の購入や韴請負については、市内の事櫤所・櫤者を優先的に顾用

するように努めること。 

 

１０．数疁公顁について 

 ① 内訳書の内訳は参考資當であり、設歑図書とはしない。 

 ② 数疁は、建築数疁積算飤準（建築積算研檤所制定）に飤づいて算出したものであり 

   切り無駄や施工による顺増等は飒まない。 

 

１１．週檗２日制工事について 

 ① 本工事は、「能代市週檗２日制工事実施甮綱」に飤づいて実施する。 

 なお、颤全週檗２日（土日）の現場閉所を行う前提で疾務費を補正して積算してい

る。 

 ② 現場閉所の達成状櫓が颤全週檗２日（土日）に満たない場合、その達成状櫓に応じ

て請負代櫾顱を変更する。 

 


